様式第55号（その１）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

軽油引取税の徴収猶予のための担保提供書

　

　　年　　月　　日

大阪府　　府税事務所長　様

　　　　　　　　　提供者

                    住所又は所在地

                    氏名又は名称

　　　　　　　　　　代表者の住所、

役職名及び氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　法人番号
　　　　年　　月分軽油引取税の徴収猶予のための担保を、下記のとおり提供します。

記

　１　税額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　２　延滞金額　　　　地方税法所定の額

　３　担保の表示　
注意：

１　他人の所有物を提供する場合には、本文の次に「上記の担保提供に同意します。」と記載し、年月日並びに所有者の住所及び

氏名（法人の場合には、法人の代表者の住所及び氏名）を記載して、所有者（法人の場合には、代表者）が押印してください。

２　提供書が２葉以上となる場合には、各葉間に提供者が押印してください。
３　この提供書には、次の書類を添付してください。　

(1)　担保が土地又は建物の場合

ア　登記事項証明書等　　　　１通

　　　　　イ　根抵当権設定登記承諾書　　　　正副２通

(2)　担保が国債、地方債又は社債の場合

　　　　　ア　甲種国債登録簿に登録した国債、登録社債又は登録地方債のとき

　　　　　　　登録済通知書又は登録証

　　　　　イ　乙種国債登録簿に登録した国債のとき

　　　　　　　登録済通知書又は登録済証及び供託書の正本

　　　　　ウ　ア及びイ以外のものであるとき

　　　　　　　供託書の正本

　　　　(3)　担保が保証人の保証の場合

　　　　　ア　保証人の作成した保証書　　　　１通

　　　　　イ　保証人（保証人が法人の場合には、その代表者）の印鑑証明書及び保証人の代表者又は代理人の資格を証する書面（登記事項証明書）各１通

　　　　　ウ　法人による保証（物上保証を含む。）が会社法第356条第１項第３号（競業及び利益相反取引の制限）、第365条第１項（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限）又は第595条第１項第２号（利益相反取引の制限）の規定に該当する場合には、その提供につき株主総会の承認、取締役会の承認又は社員の過半数の承認を受けたことを証する書面　　　　１通


様式第55号（その２）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

軽油引取税の徴収猶予のための担保提供書

　

　　年　　月　　日

大阪府　　府税事務所長　様

　　　　　　　　　　　　　　提供者

                            住所又は所在地

                            氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者の住所、

                            役職名及び氏名　　　　　　　　        　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　法人番号
　

　　　　　年　　月　　日からの軽油の引取りに係る軽油の引取税の徴収猶予の ための担保を、下記のとおり提供します。

記

　１　担保期間　　　　　　年　　月　　日  から　　　年　　月　　日まで

　２　極度額　　　金　　　　 　　　　　　　円

　３　担保の表示　
注意：

１　他人の所有物を提供する場合には、本文の次に「上記の担保提供に同意します。」と記載し、年月日並びに所有者の住所及び

氏名（法人の場合には、法人の代表者の住所及び氏名）を記載して、所有者（法人の場合には、代表者）が押印してください。

２　提供書が２葉以上となる場合には、各葉間に提供者が押印してください。
３　この提供書には、次の書類を添付してください。
(1)　担保が土地又は建物の場合

ア　土地又は建物の登記事項証明書　　　１通

　　　　　イ　根抵当権設定冬季承諾書　　　　正副２通

(2)　担保が国債、地方債又は社債の場合

　　　　　ア　甲種国債登録簿に登録した国債、登録社債又は登録地方債のとき

　　　　　　　登録済通知書又は登録証

　　　　　イ　乙種国債登録簿に登録した国債のとき

　　　　　　　登録済通知書又は登録済証及び供託書の正本

　　　　　ウ　ア及びイ以外のものであるとき

　　　　　　　供託書の正本

　　　　(3)　担保が保証人の保証の場合

　　　　　ア　保証人の作成した保証書　　　　　　１通

　　　　　イ　保証人（保証人が法人の場合には、その代表者）の印鑑証明書及び保証人の代表者又は代理人の資格を証する書面（登記

　　　　　　事項証明書）　　　　　　　　　　　各１通

　　　　　ウ　法人による保証（物上保証を含む。）が会社法第356条第１項第３号（競業及び利益相反取引の制限）、第365条第１項（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限）又は第595条第１項第２号（利益相反取引の制限）の規定に該当する場合には、その提供につき株主総会の承認、取締役会の承認又は社員の過半数の承認を受けたことを証する書面　　　　１通


